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1. 背景・課題（１）

○2020年10月に、「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」を宣言

○我が国の家庭部門の最終エネルギー消費量の合計は、全部門の約14.1％（2019年
度）を占めている。

〇2021年10月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、住宅・建築物
について、より高い水準の省エネルギー性能の確保を目指すこととされた。

○在宅勤務時の音環境や光・視環境等の室内環境向上に対する関心が高まっている
。

○災害時の避難行動に関する考えが変化し、在宅避難、住宅・建築物の継続利用の
ニーズが高まっている。

住宅・建築物を取り巻く社会環境の大きな変化

（１）2050年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現

（２）働き方改革等を背景とした在宅勤務の進展

（３）大規模災害の頻発と災害後の住宅・建築物の継続利用ニーズの高まり

こうした近年の社会環境の変化に対応した、高い性能を有する住宅・
建築物の普及が必要。
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1. 背景・課題（２）

住宅・建築物の性能を評価する制度の課題

○住宅・建築物の性能を評価する代表的な仕組みとして、「住宅の品質確保の促進等に関
する法律」に基づく「住宅性能表示制度」がある。

○しかしながら、現行基準では、近年の
社会環境の変化を踏まえて、住宅の性
能を的確に評価・表示することができ
ない。

○また、住宅以外の建築物については、
住宅性能表示制度と同様の表示制度は
ない。

新築住宅の住宅性能表示制度とは、住宅の基本的な性
能について、

共通のルール（国が定める日本住宅性能表示基
準・評価方法基準）に基づき、
公正中立な第三者機関（登録住宅性能評価機
関）が

設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級
などで評価し、
建設住宅性能評価書が交付された住宅につい
ては、迅速に専門的な紛争処理が受けられる

平成12年度から運用が実施された任意の制度である。

等級等表示事項

1,2,31-1.耐震等級
（構造躯体の倒壊等防止）

1.構造の安定
1,2,31-2.耐震等級

（構造躯体の損傷防止）

1,2,3,42-1.感知警報装置設置等級
2.火災時の安全

1,2,32-2.耐火等級

1,2,33-1.劣化対策等級3.劣化の軽減

1,2,34-1.維持管理対策等級
4.維持管理・更新

への配慮

1,2,3,4,5,6,75-1.断熱等性能等級5.温熱環境・エネ
ルギー消費量 1,4,5,65-2.一次エネルギー消費等級

1,2,36-1.ホルムアルデヒド発散等級6.空気環境

数値7-1.単純開口率
7.光・視環境

数値7-2.方位別開口比

1,2,3,4,58-1.重量床衝撃音対策

8.音環境 1,2,3,4,58-2.軽量床衝撃音対策

1,2,3,48-3.透過損失等級

1,2,3,4,59-1.高齢者等配慮対策等級
9.高齢者等への

配慮

有無10-1.開口部の浸入防止対策10.防犯

大地震後の継続
利用の観点から
の耐震性能やエ
レベーターの使
用継続性の評価
が必要

高性能な省エネ
住宅を対象にし
たより合理的な
評価手法が必要

採光性能の分か
りやすい評価が
必要

重量床衝撃音の
合理的な評価手
法が必要

＜現行の主な住宅性能表示事項＞
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２. 研究開発課題

1 高性能な省エネ住宅については、評価手法構築当時に
データ蓄積が少なかったため、こうした住宅に適切に対応
した評価手法を開発することが必要。

（１）
脱炭素社
会の実現
の機運の
高まり

ZEH水準を超える省エネ住宅を対象
に、合理的な評価手法を開発する。

働き方改革等を背景とした在宅勤務
の進展等を踏まえ、遮音性能の合理
的な評価手法や採光性能の分かりや
すい評価手法を開発する。

災害時の継続利用ニーズの高まりを
踏まえ、大地震後の継続利用の観点
で示す耐震性能の評価手法やエレベ
ーターの使用継続性の評価手法を開
発する。

消費者・事業者のニーズ等を踏まえ
て住宅性能表示事項を体系的に整理
し、各種技術基準の見直しのための
技術資料等をとりまとめる。

2-1 「重量床衝撃音対策」の評価手法は、多くの要因が関
係し、それぞれで安全率をみているため、実態を適切に評
価できていない。

2-2 光・視環境に関する評価事項は、単純開口率と方位別
開口比の値を示すこととなっているが、どの程度の性能を
有しているか、設計者や居住者にわかりにくい。

3-1 現行基準では、大地震後に建物が継続利用が可能かど
うかは評価の対象となっていない。

3-2 大地震後の継続利用の観点から、エレベーターの使用
継続性は重要であるが、評価の対象となっていない。

0 消費者・事業者ニーズ等を踏まえて、住宅性能表示事項、
要求水準、等級の設定等を技術的な観点から体系的に整理。

（２）
在宅勤務
時の室内
環境向上
に対する
関心の高
まり

（３）
在宅避難
ニーズの
高まり

＜社会環境や
、ニーズの変化＞

＜研究開発課題＞ ＜研究開発の目的＞

＜省エネ＞

＜音環境＞

＜耐震（レジリエンス）＞

＜光・視環境＞
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３. 研究開発の体制

ｈ国土技術政策総合研究所
実施主体：建築研究部、住宅研究部

国土交通省

住宅性能表示
制度に反映

技術的意見、助言

○学識経験者（建築・住宅）等

技術開発検討委員会※

連
携(

デ
ー
タ
の
提
供
等)

関係団体
登録住宅性能評価機関
住宅生産団体連合会
不動産協会等

建築研
究所

連
携(

実
験
等
の
実
施)

大学等

住宅局 官庁営繕部

連携
技術基準類
で参照

※技術開発検討委員会の開催実績
第１回：令和４年７月２６日、第２回：令和５年３月 ９日、
第３回：令和５年８月 ２日、第４回：令和６年２月２６日、
第５回：令和６年８月 ５日
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４. スケジュール

R8R7R6R5R4検討内容

各種技術基準の
見直しのための技
術資料等とりまと
め

住宅性能表示事
項の体系的整理

事業者の実施可
能性調査、消費
者の受入れ可能
性調査

中小工務店に係る
ヒアリング調査、
消 費 者 WEB ア ン
ケート

消 費 者 ・ 事 業 者
ニーズの文献調査、
大 手 住 宅事 業 者
へのアンケート

0 住宅性能表示事項
の体系的整理

エネルギー消費性
能の合理的な評
価手法の提案

評価手法の妥当
性の検証および課
題の整理

最新プログラムに
よる用途別設計
値の取得

実績値の用途分
解法の検討および
用途別実績値の
取得

設計値を再計算す
るためのWEBプロ
グラム入力データ
の作成

1 省エネ住宅の高性
能化を踏まえたエネル
ギー消費性能の評価
手法

遮音性能の合理
的な評価手法の
提案

床の部位性能の
測定方法について
実験的検証

評価の際使用す
る衝撃源の検討

実測例の収集、評
価手法案の検討

評価手法見直しの
ための文献調査等

2-1 遮音性能の合理
的な評価手法

採光性能の分かり
やすい評価手法
の提案

住戸全体での等
級表示方法の検
討

調査結果の解析
等

調査結果の解
析等

窓仕様等に関する
調査

2-2 採光性能の分か
りやすい評価手法

大地震後の継続
利用の観点で示す
耐震性能の評価
手法の提案

損 傷 抑 制に 効 果
のある構造システ
ムの構造安全性・
修復性の把握

損傷抑制に効果
のある構造部材
の修復時間算定
法の検討

損 傷 抑 制 に 効 果
のある構造部材の
耐震安全性の把
握

評価手法の検討、
損傷抑制に効果の
ある構造システム
の抽出

3-1 大地震後の継続
利用の観点で示す耐
震性能の評価手法

大地震後における
エレベーターの使
用継続性の評価
手法の提案

大地震後における
エレベーターの使
用継続性の評価
手法の検討

機能障害に対す
る対策技術の有
効性・効果に関す
るシミュレーション
等による検討

機能障害と層間変
形 角 等 の関 係に
関する調査・検討

地震による被災後
の 機 能 障害 発 生
要因に関する調査

3-2 大地震後におけ
るエレベーターの使用
継続性の評価手法
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５.研究開発の進捗状況・目標達成の見通し（１）

0 近年の社会環境の変化に対応した住宅性能表示事項の体系的整理

ヒアリング結果（ヒアリング対象：住宅関係団体（２団体）、
登録住宅性能評価機関評価員等）

・求められる評価項目は大きく①レジリエンス、②環境配慮、③快適の３つに分類されるのではないか。（評価員）
・ライフライン（停電対策）は重要。蓄電池も含めた停電対策の有無を評価書で示すことも考えられる。電気以外だとガスと給排水。共同

住宅では別途汚水槽を設置し災害時に何日か持つようにしているところもある。またディスポーザーがついているところも増えている。
（評価員）

ここ数年目立ってきたニーズ

• 住宅の性能に対する事業者や消費者のニーズ等を整理するため、ヒアリング、アンケート、文献

調査を実施。

0

20

40

60

80

100

2016 2017 2018 2019 2020

省エネルギー性
耐震性
高耐久性
劣化対策
通風・換気性
バリアフリー性
耐火性
防犯性
遮音性
その他

文献調査

出典：住宅市場動向調査（（独）住宅金融支援機構）より国総研作成

住宅関係団体（２団体）の会員にアンケート 住宅の性能で重視する事項（住宅事業者）

改善点を指摘された項目（N=42） 項目ごとの主な改善意見
※住宅事業者の自由記述回答を要約。

耐震：等級２の1.25倍等が、どの
ような地震に耐えられるのかわ
からない。損傷に関して大規模
な修繕を必要とするレベルとは
どんなものかイメージがわかな
い。

一次エネ：再生可能エネルギーの
検討がないため、本来の目指す
評価である「脱炭素」ができな
い。

遮音：木造、S造では表示が困難
。簡易に評価・表示できる方法
を示してほしい

光・視環境：開口率を示しても、
どのような状態が良いといえる
のかの判断が困難。

• 今後、事業者の実施可能性調査、消費者の受入れ可能性調査を行い、各種技術基準の見直し

のための技術資料等をとりまとめ予定。

0 5 10

耐震

一次エネ

遮音

光・視環境

劣化

維持管理・更新

断熱

空気環境

防火

バリフリ

防犯
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５. 研究開発の進捗状況・目標達成の見通し（２）

1 省エネ住宅の高性能化を踏まえたエネルギー消費性能の評価手法

• 一次エネルギー消費量等級は、設計する住宅の設計

仕様を基に算定した 1 年間に消費するエネルギーの

量をもとに評価する。

• 高性能な省エネ住宅について、現行の評価手法により

算定した設計段階における一次エネルギー消費量（設

計値）※１と、同住宅の運用段階における一次エネル

ギー消費量（実績値）※２とを比較し、現行の評価手法

の妥当性の検証及び課題の整理を行う。

※１ 最新のプログラムで計算した用途別設計値

※２ 用途別に分解した実績値

評価結果
（エネルギー）

実績
（エネルギー）

（設計時） （運用時）

比較

〇 現行の評価手法の妥当性の検証および課題の整理

〇 より合理的な評価手法の開発に資する技術資料の整備

＜高性能な省エネ住宅＞

実績値の有効データ数

• 国土交通省の補助事業の申請時に提出された省エネ基準プロ

グラムの入出力情報を活用し、最新の省エネ基準プログラムで、

用途別設計値を計算中。また、環境省・家庭部門のCO2排出

実態統計調査の推計手順に準じ、対象住宅の実績値を用途別

に分解した。

• 今後、設計値と実績値を比較し、評価手法の妥当性の検証を

行い、技術資料としてとりまとめる予定。

＜背景・概要＞

＜進捗状況等＞
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５. 研究開発の進捗状況・目標達成の見通し（３）

2-2 採光性能の分かりやすい評価手法の開発

• 等級表示方法を検討するため、居住者へのアンケート調査を実施（1,000件）し、窓仕様等と居住

者個々の光環境等の評価を取得した。

• 住戸全体での等級表示方法を検討し、技術資料にとりまとめる予定。

• 光・視環境に関する評価事項は、単純開口率と方位別開口比の値を示

すこととなっているが、等級で表示されないため、どの程度の性能を有し

ているか、わかりにくいという声がある。

• 分析により、窓面積の総和や窓方位が、居住者の評価を説明する変数として有効であることを確

認した。

アンケート調査の調査項目

評価に関する項目窓仕様に関する項目

・光よく入る

・明暗差気になる

・居心地よい など

・方位、数、大きさ

・下辺からの設置高さ

・窓ガラス（透明・不透明） など

• 各種仕様（居室広さ、窓面積等）の違いによる、年間で平均的に得られる昼光照度をシミュレー

ションにより算出し、各種仕様が昼光照度に与える感度を確認した。

＜背景・概要＞

＜進捗状況等＞
単純開口率＝
居室の開口部の面積の合計（A+B+C+D+E)
÷居室の床面積の合計
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５. 研究開発の進捗状況・目標達成の見通し（４）
3-1 大地震後の継続利用の観点で示す耐震性能の評価手法の開発

• 大地震後の建築物の継続利用性を設計時に評価するためには、大地震時の建築物の損傷状況

を設計時に評価する必要がある。

• 部材の修復労務量から建物全体の修復労務量を把握後、等級の分類方法の提案を行い、技術

資料として整理する予定。

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

ABCD ABCD ABCD ABCD ABCD ABCD ABCD ABCD ABCD
0.06 0.13 0.25 0.50 0.75 1.00 1.50 2.00 3.00

労
務
量

(人
日

)

部材角(%)※３

幅0.2㎜未満 幅0.2mm以上 剝落

A. RC梁 B. HR梁 C. PC梁 D. HRPC梁

※２ 引張り力に弱いコンクリートの弱点を克服するため
、鋼材を用いてコンクリートに圧縮力をあらかじめ作用さ
せる工法

損傷抑制に効果のある構造システムの修復労務量の算定結果

RC：鉄筋コンクリート

PC:プレストレスコンクリート※２

HR:ヒンジリロケーション※１

HRPC：ヒンジリロケーションかつプレストレスコンクリート

※１ 損傷が梁の端部から柱梁接合部に及び構造性能
が低下するのを防ぐため、損傷箇所を梁端部から梁中
央方向に移動させる工法

剥落の修復
に必要な労
務量

幅0.2mm以上の

ひび割れの修復
に必要な労務量

幅0.2mm未満の

ひび割れの修復
に必要な労務量

凡例

※３ 柱と梁の試験体に力をかけた際、柱や梁に生じる
変形の角度

＜背景・概要＞

• 大地震時の建築物の損傷状況を設計時に定量的に把握する方法として、大地震時の変形により

損傷した箇所の修復に必要な労務量をもとに評価する方法を検討中。

• 部材の損傷抑制に効果のある構造システムが開発されていることを踏まえ、地震後の建築物の

損傷抑制性能を高める可能性のある技術を抽出し、実験等により修復に必要な労務量を把握し

ている。

＜進捗状況等＞
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６. 研究開発の成果・施策への反映と効果

○ 住宅性能表示制度に関する各種技術基準の見直しのための技術資料
→ 近年の社会環境の変化に対応した住宅性能表示事項と新たな住宅性能評価手法

○ 建築物の性能評価手法に関するガイドライン（重量床衝撃音、光・視環境、
大地震後の継続利用の観点で示す耐震性、エレベーター使用継続性）
※ 公共建築物等の設計においても参照可能

○ 住宅性能表示制度の各種技術基準を近年の社会環境の変化に対応した、消
費者に分かりやすく合理的なものへ見直すことにより、 民間事業者が住
宅性能表示制度を利用して高い住宅性能を消費者へ訴求することが可能
となり、消費者のニーズにあった住宅が供給できるようになる。

○ 開発した性能評価技術が公共建築物等の非住宅建築物において活用される
ことにより、社会環境の変化に対応した建築物の整備促進が期待される。

○ 省エネ性能や大地震後の使用継続性等に係る住宅の性能が向上することに
より、CO2排出量の削減による脱炭素社会の実現や災害時の対応力の強化
に資する。

社会に与える効果 (アウトカム)

成果 (アウトプット)



11

７. 事前評価時の指摘事項に対する対応状況

対応指摘事項

住宅生産団体連合会及び不動産協会から、技術開発検討委
員会に委員として参画していただいている。また、新たな性能
表示事項の要求水準、評価手法案については、事業者の実
施可能性を調査する予定。

①住宅の性能評価については、技術開発の主体となる民間
企業を巻き込むことが重要。目標とする性能を決定する段階
から、民間企業の意見を取り入れて欲しい。

公共建築物等の設計においても参照可能な、建築物の性能
評価手法に関するガイドライン（大地震後の継続利用の観点
で示す耐震性、エレベーター使用継続性等）を作成することと
している。

②住宅性能表示制度だけでなく、共同住宅など建築分野全
体の性能評価や防災など他分野にも貢献するような技術開
発になると社会的な価値がより高くなる。

より広く活用されるようにするため、新たな性能表示事項の要
求水準、評価手法案については、事業者の実施可能性や消
費者の受入れ可能性を踏まえ評価手法の開発を行う。

③住宅性能表示制度の更新やガイドラインの作成は重要だ
が、開発後どの程度活用されるかも重要。より広く活用される
よう工夫して欲しい。

高性能な省エネ住宅におけるエネルギーのランニングコスト
を示すことなどにより、消費者が性能の高い住宅を購入しや
すい環境の整備に努める。

④性能の高い住宅は金額が高くなりやすいことから、例えば
住宅の性能が向上することによるコストダウン効果の紹介な
どを通して、消費者が性能の高い住宅を購入しやすい環境を
整えることが必要。

消費者のニーズ等を把握するため、令和４年度に文献調査、
令和５年度に消費者WEBアンケートを行ったところ。

⑤売り手側だけでなく、消費者目線でも性能を評価すべきな
ので、消費者の意見を聞く機会を研究の初期段階から是非設
けて欲しい。

継続利用の観点からの耐震性能やエレベーターの使用継続
性については、既存住宅も評価対象とする方向で検討してい
る。また、省エネ住宅の高性能化を踏まえたエネルギー消費
性能の評価手法の検討は、既存住宅も含めた評価手法の妥
当性の検証を行っている。

⑥既存住宅についての検討もあるとなお良い。



●性能評価項目のイメージ

【参考１】住宅性能表示制度の概要

10分野33項目について
等級等による評価等を行う。

例「構造の安定」の場合

具体的な性能等級項目

極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.5倍の力に
対して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級３
1-1耐震等級
（構造躯体の
倒壊等防止）
【地震等に対
する倒壊のし
にくさ】

極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.25倍の力
に対して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級２

極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力に対して建物
が倒壊、崩壊等しない程度

＝建築基準法がすべての建物に求めている最低基準

等級１

② 火災時の安全

●住宅性能表示制度の実績（2000年度～2023年度）

■ 既存住宅

■ 新築住宅

⑤ 温熱環境・エネルギー消費量

① 構造の安定

④ 維持管理・更新への配慮

③ 劣化の軽減

⑨ 高齢者等への配慮

⑧ 音環境

⑦ 光・視環境

⑩ 防犯

⑥ 空気環境
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2%
5%

8%
12%

14%
16%

20% 21%
19%19%

24% 24% 23% 24% 22% 22% 23% 25%
26%

28% 28% 28%
30.8%

32.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18 '19 '20 '21 '22 23
戸建住宅 共同住宅 新築住宅着工数比

令和５年度の実績は約26万3千戸、新設住宅の32.8％が住宅性能表示制度を利用※
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戸建住宅

共同住宅

令5年度の実績は225戸、制度開始からの累計実績は約7,518戸※

※新築住宅は設計住宅性能評価書、既存住宅は建設住宅性能評価書の交付ベースで集計

■ 登録住宅性能評価機関数

累計：約466万戸（R6.３末時点）

登録住宅性能評価機関：127機関（2024.4.1時点） 評価員： 6,196人（2024.4.1時点）

新築住宅の住宅性能表示制度とは、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の規定により、住宅の基本的な性能について、
共通のルール（国が定める日本住宅性能表示基準・評価方法基準）に基づき、
公正中立な第三者機関（登録住宅性能評価機関）が
設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級などで評価し、

建設住宅性能評価書が交付された住宅については、迅速に専門的な紛争処理が受けられる
平成12年度から運用が実施された任意の制度である。
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【参考２】研究開発の目的

・消費者・事業者のニーズと技術の普及状況を踏まえて住宅性能表示事項を体
系的に整理し、各種技術基準の見直しのための技術資料等をとりまとめる。

・ZEH水準を超える省エネ住宅を対象に、より高度な評価手法を開発する。

（１）脱炭素社会の実現に向けた性能評価手法の開発

・働き方改革等を背景とした在宅勤務の進展等を踏まえ、遮音性能の合理的な
評価手法や採光性能の分かりやすい評価手法を開発する

（２）在宅勤務の進展に対応した性能評価手法の開発

（４）近年の社会環境の変化に対応した住宅性能表示事項の体系的整理

・災害時の居住や利用の継続ニーズの高まりを踏まえ、大地震後の継続利用の
観点で示す耐震性能の評価手法やエレベーターの使用継続性の評価手法を
開発する。

（３）災害時の継続利用の観点からの性能評価手法の開発

2050年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現、働き方改革等を背景とし
た在宅勤務の進展、災害時の継続利用等の近年の社会環境の変化に対応した住宅
・建築物の性能評価技術の開発を行う。
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【参考３】研究開発の必要性・緊急性等

○2021年３月に閣議決定された「住生活基本計画（全国計画）」において、災害
時にも居住継続が可能な住宅・住宅地のレジリエンス機能の向上、防音性や省エ
ネルギー性能等に優れた賃貸住宅の整備、2050年カーボンニュートラルの実現
に向けた省エネルギー性能の一層の向上等が位置づけられている。

○2023年７月28日の閣議決定で変更された「国土強靱化基本計画」において、防
災性能や省エネルギー性能の向上といった緊急的な政策課題に対応した質の高い
建築物等の整備を推進することが位置づけられている。

○2024年６月21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」
において、建築物の脱炭素化を進めることが位置づけられている。

○2024年６月21日閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行
計画2024年改訂版」において、持続可能な住宅・不動産ストックの形成を図る
ことが位置づけられている。

○このため、こうした社会環境の変化に対応した住宅・建築物の性能評価技術の開
発は喫緊の課題である。
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【参考４】一次エネルギー消費量（実績値）の用途分解

• 環境省・家庭部門のCO2排出実態統計調査の推計手順に準じ、実績値を用途別に分解。

6地域における基準値との比較（H29）

13.4 

6.8 

5.6 

2.9 

25.1 

17.7 

36.5 

38.2 

0 20 40 60 80 100

基準値

H29分析結果

(GJ/世帯・年)

暖房 冷房 給湯 その他（換気・照明・調理・家電等）

基準検討モデル

(120㎡)の基準値

• 分解した結果の例。
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【参考５】研究開発の進捗状況・目標達成の見通し
2-1 遮音性能の合理的な評価手法の開発

実験室の床開口部

• 現在の重量床衝撃音の評価手法は、 RC造の場合はスラブの等価厚さ、床仕上げ構造、受音室

面積、壁の拘束条件等多くの要因が関係し、それぞれで安全率をみているため、実態を適切に

評価できておらず、事業者は現在の評価方法をほとんど利用しない。

• 非RC造については、これまで実測データが少なかったため、評価手法が限定的。

評価手法（案）構造

スラブの等価厚さ(mm)と床仕上げ構造の性能のいずれか
または両方を選択的に表示。

RC

実験室の床開口部（写真参照）における床衝撃音等の部
材性能の測定結果による評価の規定の作成等により、実
験室における性能を住宅の性能として表示できる仕組み
を構築する。

非RC

• 床の部位性能の測定方法について実験的検証を経て、成果を技術資料として取りまとめる予定。

• 事業者が独自で採用している評価手法による実測例を収集した。

• 事業者が音環境を表示しやすい評価手法（案）を提案するため、実験等により、評価手法（案）の

妥当性を検討中。

＜進捗状況等＞

＜背景・概要＞
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【参考6】採光性能に関するシミュレーション

• 各種仕様（居室広さ、窓面積、対向建物距離、窓方位、庇寸法）の違いによる、年間で平均的に

得られる昼光照度を算出し、各種仕様が昼光照度に与える感度を確認した。

対向建物

建物高さ 7.5m(固定)

算定建物（1階）

窓面積・窓方位

室面積

居室広さ 窓面積 対向距離 窓方位 庇の出幅

7m2 2m2 1.875m 南 なし

10m2 4m2 3.75m 東 450mm

13m2 6m2 7.5m 西 900mm

16m2 8m2 11.25m 北

20m2 10m2

30m2
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【参考7】研究開発の進捗状況・目標達成の見通し

3-2 大地震後におけるエレベーターの使用継続性の評価手法の開発

建物層間変形角
の一方向成分

（に相当する強制
変形）を入力

試験体
（ガイドレール、釣合
いおもり等からなる）

実験のイメージ図

• エレベーターを被災後活用するための技術（停電時

低速継続運転装置等）や、地震時にエレベーターの

運転に大きく影響を及ぼす電力の復旧期間について

調査した。

• 建物の傾きがガイドレールや釣合いおもりに影響を与

え走行不可原因となる可能性があったため、ガイド

レールに横から力を加え、動きを実験で調査した。

• 機能障害に対する対策技術の有効性・効果に関する

シミュレーション等による検討を行い、大地震後にお

けるエレベーターの使用継続性の評価手法を検討し、

技術資料として整理する予定。
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【参考8】被災後の電力の復旧期間等

 被災直後

 地震

 熊本地震  ５ 日
 北海道胆振東部地震  ３ 日
 大阪北部地震  約２ 時間
 首都直下地震  約１ 週間

 津波
 東北地方太平洋沖地震  約２ 週間
 南海ト ラ フ 巨大地震  約２ 週間

 台風
 冠水
 大雪

 火山噴火等  富士山噴火  不明

3 日以内 1 週間以内 2 週間以内 1 ヶ 月以内 1 ヶ 月以上

 台風15 号（ 2019 年9 月）  約16 日
 平成30 年7 月豪雨 3 日
 平成28 年大雪 3 日

エレベーターを被災後活用するための技術の例
（カッコ内の時間は、運転継続が可能な期間）

・停電時低速継続運転装置（１０分）
・自家発電管制運転装置（自家発の容量による）

※首都圏直下地震、東北地方太平洋沖地震、南海トラフ巨大地震のデータは、想定

被災後の電力の復旧期間


